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Development of Multi-Base-Station Cooperative Transmission System

基地局協調伝送システムの開発

1. はじめに

近年，移動通信や無線LANサービスで実用化されてい
るMIMO技術に関して，さらなる周波数利用効率の向上
を目的として，分散した複数の基地局，端末間で連携し
ながらシステムを運用する分散MIMO技術を適用する取
り組みが進んでいる[1]．
これらは，（1）式にあるように，異なる基地局（Cell）
間で送信時Wt，受信時Wrまたはその両方で重み付けを行
い，所望信号を伝送する技術である．受信アンテナRx1
とRx2が単一移動端末上に存在する場合，シングルユー
ザーMIMO，異なる移動端末上の場合は，マルチユーザー
MIMO技術と呼ばれる．また，Rx1が移動端末，Rx2がほ
かの無線システムの場合，異種無線システム同士が同一
地域，同搬送波周波数帯を共有することも可能になる．
このように，分散した基地局と端末間でMIMO伝送を行
うことを一般に分散MIMOまたはネットワークMIMO技
術などと呼ぶ．
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筆者らは，IMT（International Mobile Telecommunication）

システムとFSS（Fixed Satellite Service）システムを同一
搬送波周波数，同一地域にて共存させるために，分散
MIMO技術を適用し，異システム間への干渉を緩和する
技術を開発した．そして，電気通信分野における国際連
合の専門機関であるITU-R（International Telecommunication 

Union-Radio communications sector）へ干渉低減技術とし
ての有効性に関する提案[2]や，遍在した基地局間での
同期送信手段の検討，最適なアンテナの構成の検討[3]

など，分散MIMOに関する技術開発をこれまで継続して
取り組んできた．今回それら技術の実用展開として，ソ
フトバンクモバイル（株）と共同で，移動通信システム
に お け るCoMP-JT（Coordinated Multi-Point-Joint 

Transmission）評価試作機の開発を行ったので報告する．
LTEセル間で同一の搬送波周波数の共用や基地局セル
半径の小型化，屋内基地局の設置数の増加による，基地
局間境界（セルエッジ）が増えており，第1図（a）に示
すように，セルエッジに存在する移動端末は他セルから
の送信信号（干渉信号）による受信品質の劣化が発生す
る．移動体通信システムの標準化団体である3GPPでは，
LTE-Advancedの規格化にて，移動体通信システムにお
ける課題の1つとして挙げられ，この課題を解決するた
めに，CoMP-JT技術が提案された[4]．CoMP-JTは，第1
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図（b）に示すように本来干渉波となるような他セルか
らの信号を地理的に離れた複数の基地局から協調して送
信することによって，移動端末の受信品質を改善しユー
ザースループットを向上させる，分散MIMO技術の1つ
である．
本方式の実現にあたり，主要技術課題の抽出と技術検
討，および実証実験が進められている[5]．本稿では，
基地局協調伝送システム実現に向けた主要技術課題とし
て，下記の3点の解決手段について説明する．
（1） 周波数利用効率，送信電力などの既存無線リソース

を犠牲にしない基地局間協調送受信方式の確立
（2） 複数基地局間制御の複雑性を最小化する協調制御

アーキテクチャとのデータ共有手段の確立
（3） 分散した複数の基地局間で同時送信を実現するため

の高精度同期方法の確立
さらに，2基地局，1移動端末の条件にて，実証実験に
よりセルエッジ下のユーザースループットを，適用前に
比べて約15倍の改善が確認できたので報告する．

2. 基地局間協調送受信方式

他セルからの干渉信号電力を軽減するための最も簡易
な方法は，移動端末が被る干渉量を考慮し，協調する基
地局間で被干渉移動端末のスケジューリング情報を共有
し，与干渉側基地局が被干渉移動端末で利用する無線リ
ソースを使用しないことである．しかし，これでは本来
利用可能な与干渉側の無線リソースを有効に活用するこ
とができない．
そのため本システムでは，分散した複数の基地局のア
ンテナでMIMO送信を行い，与干渉基地局のアンテナリ
ソースおよび送信電力リソースを有効活用できるように

する．加えて，空間多重および送信ダイバーシチ技術を
適用することで，セルエッジの移動端末に対して周波数
利用効率を保ちながら受信品質の改善を実現する方法を
検討した．
現行のLTE仕様[6][7]を逸脱せず，分散した基地局間の

MIMO伝送を実現するため，LTE-MIMOの単独基地局に
おける2送信2受信MIMOを，2つの基地局のアンテナリ
ソースを用いたMIMOへ拡張する．本方式を適用すると，
単独基地局の最大4送信2受信MIMOを適用する場合と等
価になり，無線リソースおよび送信電力を有効に活用し
ながら移動端末の受信品質を改善することができる．
複数のセルにまたがる無線リソース（周波数と時間）
をLTE同様に利用する場合，協調する基地局間のセル固
有参照信号とデータ信号のリソースエレメント間で干渉
が発生し，移動端末の受信品質を劣化させる要因となる．
そのため，第2図に示すような無線リソース配置を採用
し，おのおのの基地局から送信するセル固有参照信号が
干渉することがないよう，当該サブキャリアに対して
データを多重しない（直交化）領域を準備する．このリ
ソース配置を採用することによって，高精度な伝送路推
定の実現と，データ用のリソースエレメントに対するセ
ル固有参照信号起因の干渉回避を実現した[5]．この場合
の移動端末の受信処理は，送信側で多重されるリソース
エレメントマッピングの逆処理の操作以外，現行のLTE

動作と変更はなく，軽微な修正にて実現が可能である．

3. 協調制御アーキテクチャとデータ共有方法

3.1 協調制御アーキテクチャの検討
独立した複数の基地局間で協調送信を実現する場合，
基地局間で無線リソースの競合が発生しない仕組みを構
築する必要がある．そこで，本システムでは複数の基地
局を単独ノードが集中制御するホスト方式で課題とな

第2図	 CoMP-JTにおける干渉低減方法 [5]

Fig. 2	 Method of interference reduction for CoMP-JT [5]
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Fig. 1	 Basic concept of CoMP-JT
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る，処理負荷の一極集中と制御複雑性を軽減するため，
任意の基地局がマスターノードとなって協調ノードを制
御する分散型方式を採用した．
協調開始までのネゴシエーションの流れを，第3図上
部に基づいて説明する[8]．本方式では，協調する複数
の基地局間で，制御を主導する基地局（マスター基地局）
を決定する．マスター基地局は，定期的に移動端末から
報告される受信品質情報（1. Measurement report）に基
づき，協調動作の必要な条件を検出（2. CoMP start 

decision）した場合に，協調基地局に対して協調動作要
求（3. CoMP request）を送出する．協調先基地局では，
自局の空きリソースから協調動作可否を判断（4. 

Resource check）し，マスター基地局へ通知（5. CoMP 

response）する．マスター基地局はその結果に基づきマ
スター基地局が協調相手より利用可能な無線リソースを
譲り受け（6. Resource agreed），協調スケジューリング
を行い，協調開始指示を協調基地局に対して送出し協調
動作を実施（7, 8. CoMP start notification）する．
続いて，協調動作から協調終了までの流れを，第3図
下部に基づいて説明する．協調動作中，マスター基地局
は 移 動 端 末 か ら 報 告 さ れ る 受 信 品 質 情 報（1. 

Measurement report）を基に，一定周期で協調動作終了
判定を行う．終了条件を満たした場合（2. CoMP stop 

decision）は，マスター基地局から移動端末に対して協
調動作停止を指示し（3. CoMP stop notification），移動端
末からの終了応答を受領する（4. CoMP stop notification 

ack）．その後，マスター基地局から協調基地局に対して

協調動作の終了を通知し（5. CoMP request），協調基地
局では予約していたリソースを開放（6. Resource 

release）後，マスター基地局に対して終了応答を送出す
る（7. CoMP response）．

3.2 基地局間データ共有方法
協調動作時におけるユーザーデータの一連の流れを，
第4図に示す[8]．分散型制御方式では，双方の基地局で
ユーザーデータおよび制御情報の重複管理を回避するた
め，協調無線リソースの管理をマスター基地局が行う特
徴を利用する．MAC（Medium Access Control）層のユー
ザーデータMAC-PDU（Protocol Data Unit）とLTEで規定
されるHARQ（Hybrid ARQ）再送制御および適応変調な
どの管理，送信タイミング情報などの制御パラメータに
ついて，マスター基地局が管理を担当する．そして，ユー
ザーデータと制御パラメータは3GPPで規定されるX2イ
ンターフェースと呼ばれるIP（Internet Protocol）回線に
て，マスター基地局から協調基地局へ送る．協調基地局
では，マスター基地局より通知された情報に従って同一
タイミングでユーザーテータを送信する．
既存のLTEシステムに対してCoMP技術を展開する場
合，X2インターフェースを用いる制御を適用すること
によって，公衆IP網を使用して安価にCoMPシステムの
導入が実現できる．さらに，マクロセルとピコセルやフェ
ムトセルを共存させるHetNet（Heterogeneous Network）[9]

などへのCoMP技術の応用展開も，基地局間通信を実現
する専用回線を設置することなく，公衆IP網を使用する
ことによって実現できるなど，基地局協調システムの構
築が比較的容易に可能となる．

第3図	 CoMPシーケンスフロー [8]

Fig. 3	 CoMP sequence flow [8]
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Fig. 4	 Distribution of cooperative user data [8]
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4. 基地局間高精度同期方法

LTE通信において，下りリンクの変調方式で用いられ
るOFDM（Orthogonal Frequency Division Multiplexing）
はCP（Cyclic Prefix）と呼ばれる冗長データ系列をシン
ボルの先頭に付加し，伝搬遅延多重波対策を行っている．
一方，CoMP-JTを実現する場合，マスター基地局と協調
基地局間の送信遅延差と伝搬遅延の両方がCP区間以内
に収まり，かつ送信遅延差が伝搬路推定処理で補償可能
な時間差となる必要がある．また，基地局間の遅延差が
大きいほど伝搬遅延に対するロバスト性が減少すること
となるため，高精度な基地局間同期は必須である．
本システムではGPS（Global Positioning System）を用
いて指定時刻に一斉同期できる基地局間同期方式を開発
し，搭載をしている[10][11]．第5図は，2つの基地局で
30 sごとに一斉同期を繰返し行い，基地局間のフレーム
同期タイミング差を累積確率分布で示した結果である．
同図より，両基地局間の同期誤差は±400 ns以内である．
この数値は，現行LTE仕様[6]にて規定されるCP長より
十分に短く，かつ同期分解能（= 0.52 μs）より短いため，
本システムの基地局は高精度な同期が実現できていると
言える．よって，本システムで協調送信を実現するマス
ター基地局と協調基地局がGPSによって高精度に同期が
可能であり，3.2節に示すような送信タイミング情報を
マスター基地局から協調基地局へ通知することで，地理
的に離れた複数の基地局から同一タイミングで所望信号
を送信することができる．

5. CoMPシステム評価

5.1 システム諸元
本システムの主要諸元を，第1表に示す．本システム
は既にサービスされているLTEシステム（Release-8 [6]）
をベースに前項までに説明した方式へ拡張した構成と
なっている．

5.2 評価シナリオと実験結果
実験諸元を第2表，実験シナリオを第6図に示す．移
動端末が等速度で，一方の基地局からセルエッジに移動
し，隣接セルへ到達する場合のユーザースループットに
ついて，通常のLTE動作とCoMP-JT動作の比較を行う．
なお，本評価ではセル半径を700 m，走行速度を23 km/h

として片道60 sの通過時間を条件としている．
シナリオ1および2における測定結果を，第7図に示す

[12]．シナリオ1について，移動端末が在圏している基
地局から遠ざかる0 sから25 sの領域では，移動端末の受
信品質が低下し，ユーザースループットが徐々に低下し
ていく．そして，25 sから35 sのセルエッジ領域では，ユー
ザースループットが著しく低下していることがわかる．
また，隣接セルへのHO完了後，移動先の基地局に近づ

第5図	 同期誤差の累積確率分布
Fig. 5	 Cumulative probability distribution of synchronous error
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第1表　主要システム諸元
Table 1	 Major system specifications 

無線アクセス方式
Downlink OFDMA

Uplink SC-FDMA
キャリア周波数 3 GHz帯
占有周波数帯域幅 10 MHz
Cyclic Prefix Extended

サブキャリア間隔 15 kHz

アンテナ構成
Downlink

2Tx antennas
2Rx antennas

Uplink
1Tx antenna
2Rx antennas

基地局数 最大4
移動端末数 最大4

第2表　実験諸元
Table 2	 Experiment specifications 

基地局数 2
移動端末数 1
HARQ あり
適応変調 あり

伝搬路 Extended vehicular A model, doppler 
frequency=70 Hz

Downlink アンテナ構成 2×2MIMO

協調開始条件 マスター基地局と協調基地局の
RSRP差が3 dB

ハンドオーバー開始条件 マスター基地局と協調基地局の
RSRP差が-1 dB

RSRP : Reference Signal Received Power
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く35 sから60 sでは，移動端末の受信品質が改善し，ユー
ザースループットが徐々に改善していく．一方，シナリ
オ2では，シナリオ1と比較して，セルエッジ環境下の移
動端末のスループットを約15倍に改善できることがわか
る．
シナリオ1および2について，セル全体の正規化スルー
プットに対する累積確率分布特性を，第8図に示す[5]．
累積確率が0.5となる正規化スループットに着目しCoMP-

JT無し（w/o Coordinated MIMO）とCoMP-JT（Coordinated 

MIMO-SDM）で比較をすると，おのおののスループット
が0.8 bit/s/Hz，1.3 bit/s/Hzとなり，CoMP-JTを適用するこ
とにより約1.6倍の周波数利用効率の向上が実現され，
システム全体のスループットを大幅に改善できることが
わかる．

6. まとめ

本稿では，LTE-Advancedの要素技術の1つである
CoMP-JTを適用した基地局協調伝送システムの開発につ
いて紹介し，その適用効果について明らかにした．本方
式は，X2インターフェースを用いることによって，公
衆IP網を使用して安価にCoMPシステムの導入が実現で
きる．また，本方式はLTE-Advancedにて検討されている，
HetNetに対するCoMP技術の適用のひとつの実現方法と
して期待ができる．本システムを用いて引き続きフィー
ルドテストを継続し[13]，商用化に向けて技術蓄積とシ
ステムの有用性を検証するとともに，HetNetを用いたシ
ステムサービスに展開するための技術開発を進める予定
である．

本開発機会を頂き，有益な多くのご指導を頂きました
ソフトバンクモバイル（株）技術統括 ワイヤレスシス
テム研究センター，藤井輝也センター長をはじめ，研究
員の皆様方に深く感謝申し上げます．

第7図	 ユーザースループット特性 [12]

Fig. 7	 User throughput performance [12]
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第8図	 累積確率分布 [5]

Fig. 8	 Cumulative probability distribution [5]
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第6図	 実験シナリオ
Fig. 6	 Experiment scenario
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